
(単位:千円)

科 目 補 正 予 算 予 算 増 減 科 目 補 正 予 算 予 算 増 減

( 人 件 費 支 出 )  ( 28,576,900 ）  ( 28,457,780 ）  ( 119,120 ） ( 学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入 )  ( 45,043,120 )  ( 43,383,690 )  ( 1,659,430 )

教 員 人 件 費 支 出 19,483,000 19,556,000 △ 73,000 授 業 料 収 入 32,518,860 31,676,270 842,590
職 員 人 件 費 支 出 7,459,550 7,429,930 29,620 入 学 金 収 入 3,884,150 3,331,660 552,490
役 員 報 酬 支 出 42,850 40,480 2,370 実 験 実 習 料 収 入 1,293,210 1,243,140 50,070
退 職 金 支 出 1,591,500 1,431,370 160,130 教 育 充 実 費 収 入 7,346,900 7,132,620 214,280

( 教 育 研 究 経 費 支 出 )  ( 15,352,660 )  ( 15,004,400 )  ( 348,260 ) ( 手 数 料 収 入 )  ( 1,991,670 )  ( 1,986,940 )  ( 4,730 )

消 耗 品 費 支 出 1,892,050 1,647,360 244,690 入 学 検 定 料 収 入 1,933,460 1,930,680 2,780
用 品 費 支 出 1,187,980 1,130,690 57,290 試 験 料 収 入 5,020 5,020 0
光 熱 水 費 支 出 1,221,760 1,220,930 830 証 明 手 数 料 収 入 17,930 17,930 0
旅 費 交 通 費 支 出 1,045,240 894,180 151,060 諸 手 数 料 収 入 27,710 25,760 1,950
奨 学 費 支 出 928,370 877,940 50,430 大学入試ｾﾝﾀｰ試験実施手数料収入 7,550 7,550 0
通 信 費 支 出 197,040 195,780 1,260
修 繕 費 支 出 1,599,260 1,839,290 △ 240,030 ( 寄 付 金 収 入 )  ( 660,360 )  ( 439,920 )  ( 220,440 )

損 害 保 険 料 支 出 52,970 54,180 △ 1,210 特 別 寄 付 金 収 入 626,160 406,350 219,810
賃 借 料 支 出 975,590 990,900 △ 15,310 一 般 寄 付 金 収 入 34,200 33,570 630
委 託 費 支 出 4,405,760 4,496,340 △ 90,580
広 告 費 支 出 20,270 20,200 70 ( 補 助 金 収 入 )  ( 6,006,480 )  ( 5,647,480 )  ( 359,000 )

会 合 費 支 出 150,600 150,880 △ 280 国 庫 補 助 金 収 入 4,506,010 4,208,770 297,240
諸 用 費 支 出 1,524,540 1,358,890 165,650 地 方 公 共 団 体 補 助 金 収 入 1,500,470 1,438,710 61,760
補 助 費 支 出 151,230 126,840 24,390

( 資 産 運 用 収 入 )  ( 979,140 )  ( 917,680 )  ( 61,460 )

( 管 理 経 費 支 出 )  ( 2,319,380 )  ( 2,128,880 )  ( 190,500 ) 第 2号基本金引当資産運用収入 33,530 23,450 10,080
消 耗 品 費 支 出 393,340 371,010 22,330 第 3号基本金引当資産運用収入 263,800 244,900 18,900
用 品 費 支 出 13,440 8,100 5,340 退 職 給 与 引 当 資 産 運 用 収 入 193,610 193,460 150
光 熱 水 費 支 出 105,290 98,060 7,230 減 価 償 却 引 当 資 産 運 用 収 入 326,300 325,000 1,300
旅 費 交 通 費 支 出 98,330 103,790 △ 5,460 教職員年金引当資産運用収入 480 480 0
福 利 費 支 出 115,940 117,560 △ 1,620 受 取 利 息 ・ 配 当 金 収 入 58,180 37,970 20,210
通 信 費 支 出 78,040 68,250 9,790 施 設 設 備 利 用 料 収 入 103,240 92,420 10,820
修 繕 費 支 出 142,760 131,010 11,750
損 害 保 険 料 支 出 2,170 2,270 △ 100 ( 資 産 売 却 収 入 )  ( 3,678,670 )  ( 4,178,670 )  ( △ 500,000 )

賃 借 料 支 出 63,880 62,570 1,310 第 2号基本金引当資産売却収入 3,660,000 4,160,000 △ 500,000
公 租 公 課 支 出 36,560 36,510 50 教職員年金引当資産売却収入 18,670 18,670 0
委 託 費 支 出 724,090 619,400 104,690
広 告 費 支 出 319,450 302,210 17,240 ( 事 業 収 入 )  ( 800,150 )  ( 553,070 )  ( 247,080 )

会 合 費 支 出 34,210 32,360 1,850 補 助 活 動 収 入 272,330 274,810 △ 2,480
諸 用 費 支 出 191,030 174,930 16,100 付 属 事 業 収 入 3,000 3,000 0
補 助 費 支 出 850 850 0 受 託 事 業 収 入 500,220 250,000 250,220

そ の 他 事 業 収 入 24,600 25,260 △ 660

( 雑 収 入 )  ( 1,063,540 )  ( 925,610 )  ( 137,930 )

要 項 売 上 収 入 12,150 12,150 0
( 借 入 金 等 利 息 支 出 )  ( 40,930 )  ( 40,930 )  ( 0 ) 退 職 金 財 団 交 付 金 収 入 861,890 865,770 △ 3,880

借 入 金 利 息 支 出 40,930 40,930 0 そ の 他 雑 収 入 189,500 47,690 141,810

繰 越 46,289,870 45,631,990 657,880 繰 越 60,223,130 58,033,060 2,190,070

2010(平成22)年度   法人総合  資金収支予算書

2010(平成22)年  4月 1日から
2011(平成23)年  3月31日まで

支    出    の    部 収    入    の    部

‐ 1 ‐ 法人総合  資金収支予算書（1）



(単位:千円)

科 目 補 正 予 算 予 算 増 減 科 目 補 正 予 算 予 算 増 減

支    出    の    部 収    入    の    部

繰 越 46,289,870 45,631,990 657,880 繰 越 60,223,130 58,033,060 2,190,070
( 借 入 金 等 返 済 支 出 )  ( 348,840 )  ( 348,840 )  ( 0 ) ( 前 受 金 収 入 )  ( 8,961,900 )  ( 8,955,150 )  ( 6,750 )

借 入 金 返 済 支 出 348,840 348,840 0 授 業 料 前 受 金 収 入 4,452,850 4,448,770 4,080
入 学 金 前 受 金 収 入 3,331,690 3,330,480 1,210

( 施 設 関 係 支 出 )  ( 8,580,640 )  ( 8,760,010 )  ( △ 179,370 ) 実 験 実 習 料 前 受 金 収 入 146,740 146,740 0
土 地 支 出 2,279,200 0 2,279,200 教 育 充 実 費 前 受 金 収 入 1,003,850 1,002,390 1,460
建 物 支 出 4,133,240 3,603,540 529,700 補 助 活 動 収 入 前 受 金 収 入 26,770 26,770 0
構 築 物 支 出 57,270 27,160 30,110
建 設 仮 勘 定 支 出 2,110,930 5,129,310 △ 3,018,380

( 設 備 関 係 支 出 )  ( 2,472,350 )  ( 2,067,380 )  ( 404,970 )

教 育 研 究 用 機 器 備 品 支 出 1,916,820 1,529,990 386,830
そ の 他 の 機 器 備 品 支 出 15,930 5,040 10,890
図 書 支 出 523,380 532,350 △ 8,970
ソ フ ト ウ ェ ア 支 出 16,220 0 16,220

( 資 産 運 用 支 出 )  ( 5,043,810 )  ( 4,722,960 )  ( 320,850 )

第 2 号 基 本 金 引 当 資 産 支 出 2,930,000 2,880,000 50,000
第 3 号 基 本 金 引 当 資 産 支 出 70,170 50,170 20,000
退 職 給 与 引 当 資 産 支 出 478,390 478,020 370
減 価 償 却 引 当 資 産 支 出 1,565,250 1,314,770 250,480 ( そ の 他 の 収 入 )  ( 1,779,780 )  ( 1,237,660 )  ( 542,120 )

前 期 末 未 収 入 金 収 入 1,269,630 753,520 516,110
( そ の 他 の 支 出 )  ( 2,220,760 )  ( 2,017,680 )  ( 203,080 ) 貸 付 金 回 収 収 入 509,410 483,950 25,460

貸 付 金 支 払 支 出 732,770 772,770 △ 40,000 支 払 保 証 金 収 入 740 190 550
前 期 末 未 払 金 支 払 支 出 1,382,360 1,150,780 231,580
給 付 金 支 払 支 出 19,150 19,150 0
前 払 金 支 払 支 出 85,350 74,980 10,370
支 払 保 証 金 支 払 支 出 1,130 0 1,130

( 予 備 費 )  ( 115,000 )  ( 335,200 )  ( △ 220,200 )

( 資 金 支 出 調 整 勘 定 )  ( △ 1,356,160 )  ( △ 1,248,010 )  ( △ 108,150 )  ( 資 金 収 入 調 整 勘 定 )  ( △ 10,701,800 )  ( △ 9,897,580 )  ( △ 804,220 )

期 末 未 払 金 △ 1,257,230 △ 1,157,630 △ 99,600 期 末 未 収 入 金 △ 820,330 △ 947,220 126,890
前 期 末 前 払 金 △ 98,930 △ 90,380 △ 8,550 前 期 末 前 受 金 △ 9,881,470 △ 8,950,360 △ 931,110

( 当 年 度 支 出 合 計 )  ( 63,715,110 )  ( 62,636,050 )  ( 1,079,060 )  ( 当 年 度 収 入 合 計 )  ( 60,263,010 )  ( 58,328,290 )  ( 1,934,720 )

( 次 年 度 繰 越 支 払 資 金 )  ( 17,001,310 )  ( 12,443,680 )  ( 4,557,630 )  ( 前 年 度 繰 越 支 払 資 金 )  ( 20,453,410 )  ( 16,751,440 )  ( 3,701,970 )

【 支 出 の 部 合 計 】 【 80,716,420 】 【 75,079,730 】 【 5,636,690 】 【 収 入 の 部 合 計 】 【 80,716,420 】 【 75,079,730 】 【 5,636,690 】

‐ 2 ‐ 法人総合  資金収支予算書（2）



(単位:千円)

科 目 補 正 予 算 予 算 増 減 科 目 補 正 予 算 予 算 増 減
( 人 件 費 )  ( 29,055,770 )  ( 28,936,280 )  ( 119,490 ) ( 学 生 生 徒 等 納 付 金 )  ( 45,043,120 )  ( 43,383,690 )  ( 1,659,430 )

教 員 人 件 費 19,483,000 19,556,000 △ 73,000 授 業 料 32,518,860 31,676,270 842,590
職 員 人 件 費 7,459,550 7,429,930 29,620 入 学 金 3,884,150 3,331,660 552,490
役 員 報 酬 42,850 40,480 2,370 実 験 実 習 料 1,293,210 1,243,140 50,070
退 職 金 297,070 225,530 71,540 教 育 充 実 費 7,346,900 7,132,620 214,280
退 職 給 与 引 当 金 繰 入 額 1,772,820 1,683,860 88,960
教 職 員 年 金 引 当 金 繰 入 額 480 480 0 ( 手 数 料 )  ( 1,991,670 )  ( 1,986,940 )  ( 4,730 )

入 学 検 定 料 1,933,460 1,930,680 2,780
( 教 育 研 究 経 費 )  ( 20,254,340 )  ( 19,915,080 )  ( 339,260 ) 試 験 料 5,020 5,020 0

消 耗 品 費 1,892,050 1,647,360 244,690 証 明 手 数 料 17,930 17,930 0
用 品 費 1,187,980 1,130,690 57,290 諸 手 数 料 27,710 25,760 1,950
光 熱 水 費 1,221,760 1,220,930 830 大学入試ｾﾝﾀｰ試験実施手数料 7,550 7,550 0
旅 費 交 通 費 1,045,240 894,180 151,060
奨 学 費 928,370 877,940 50,430 ( 寄 付 金 )  ( 660,360 )  ( 439,920 )  ( 220,440 )
通 信 費 197,040 195,780 1,260 特 別 寄 付 金 626,160 406,350 219,810
修 繕 費 1,599,260 1,839,290 △ 240,030 一 般 寄 付 金 34,200 33,570 630
損 害 保 険 料 52,970 54,180 △ 1,210
賃 借 料 975,590 990,900 △ 15,310 ( 補 助 金 )  ( 6,006,480 )  ( 5,647,480 )  ( 359,000 )
委 託 費 4,405,760 4,496,340 △ 90,580 国 庫 補 助 金 4,506,010 4,208,770 297,240
広 告 費 20,270 20,200 70 地 方 公 共 団 体 補 助 金 1,500,470 1,438,710 61,760
会 合 費 150,600 150,880 △ 280
諸 用 費 1,524,540 1,358,890 165,650 ( 資 産 運 用 収 入 )  ( 979,140 )  ( 917,680 )  ( 61,460 )
補 助 費 151,230 126,840 24,390 第２号基本金引当資産運用収入 33,530 23,450 10,080
減 価 償 却 額 4,901,680 4,910,680 △ 9,000 第３号基本金引当資産運用収入 263,800 244,900 18,900

退職給与引当資産運用収入 193,610 193,460 150
( 管 理 経 費 )  ( 2,556,940 )  ( 2,365,170 )  ( 191,770 ) 減価償却引当資産運用収入 326,300 325,000 1,300

消 耗 品 費 393,340 371,010 22,330 教職員年金引当資産運用収入 480 480 0
用 品 費 13,440 8,100 5,340 受 取 利 息 ・ 配 当 金 58,180 37,970 20,210
光 熱 水 費 105,290 98,060 7,230 施 設 設 備 利 用 料 103,240 92,420 10,820
旅 費 交 通 費 98,330 103,790 △ 5,460
福 利 費 115,940 117,560 △ 1,620 ( 資 産 売 却 差 額 )  ( 384,620 )  ( 0 )  ( 384,620 )
通 信 費 78,040 68,250 9,790 第２号基本金引当資産売却差額 2,170 0 2,170
修 繕 費 142,760 131,010 11,750 第３号基本金引当資産売却差額 206,470 0 206,470
損 害 保 険 料 2,170 2,270 △ 100 退職給与引当資産売却差額 161,570 0 161,570
賃 借 料 63,880 62,570 1,310 減価償却引当資産売却差額 14,410 0 14,410
公 租 公 課 36,560 36,510 50
委 託 費 724,090 619,400 104,690 ( 事 業 収 入 )  ( 800,150 )  ( 553,070 )  ( 247,080 )
広 告 費 319,450 302,210 17,240 補 助 活 動 収 入 272,330 274,810 △ 2,480
会 合 費 34,210 32,360 1,850 付 属 事 業 収 入 3,000 3,000 0
諸 用 費 191,030 174,930 16,100 受 託 事 業 収 入 500,220 250,000 250,220
補 助 費 850 850 0 そ の 他 事 業 収 入 24,600 25,260 △ 660
減 価 償 却 額 237,560 236,290 1,270

( 雑 収 入 )  ( 1,063,540 )  ( 925,610 )  ( 137,930 )
( 借 入 金 等 利 息 )  ( 40,930 )  ( 40,930 )  ( 0 ) 要 項 売 上 収 入 12,150 12,150 0

借 入 金 利 息 40,930 40,930 0 退 職 金 財 団 交 付 金 収 入 861,890 865,770 △ 3,880
そ の 他 雑 収 入 189,500 47,690 141,810

( 資 産 処 分 差 額 )  ( 283,460 )  ( 262,060 )  ( 21,400 )
不 動 産 処 分 差 額 279,870 262,060 17,810
第3号基本金引当資産処分差額 50 0 50
退職給与引当資産処分差額 2,190 0 2,190
減価償却引当資産処分差額 1,350 0 1,350

( 徴 収 不 能 引 当 金 繰 入 額 )  ( 138,420 )  ( 122,630 )  ( 15,790 ) 【 帰 属 収 入 合 計 】 【 56,929,080 】 【 53,854,390 】 【 3,074,690 】

( 予 備 費 )  ( 115,000 )  ( 335,200 )  ( △ 220,200 ) ( 基 本 金 組 入 額 合 計 ）  ( △ 8,596,820 )  ( △ 8,116,440 )  ( △ 480,380 )

【 消 費 支 出 の 部 合 計 】 【 52,444,860 】 【 51,977,350 】 【 467,510 】 【 消 費 収 入 の 部 合 計 】 【 48,332,260 】 【 45,737,950 】 【 2,594,310 】

当 年 度 消 費 収 支 差 額  ( △ 4,112,600 )  ( △ 6,239,400 )
前 年 度 繰 越 消 費 収 支 差 額  ( △ 24,564,590 )  ( △ 27,734,610 )
基 本 金 取 崩 額  ( )  ( )
翌 年 度 繰 越 消 費 収 支 差 額  ( △ 28,677,190 )  ( △ 33,974,010 )

2010(平成22)年度   法人総合  消費収支予算書

2010(平成22)年  4月 1日から
2011(平成23)年  3月31日まで

消    費    支    出    の    部 消    費    収    入    の    部
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予算概要説明 

 

本法人の経理規程では、予算決定時の基礎条件に変動が生じたり、予算の追加または変更を必要とするときは、補正予算を作成することと

しています。これにもとづき、当初予算編成後に生じた入学・卒業等学籍異動にともなう学生数の変動、採用・退職等に伴う教職員数の変動、

期中に生じた主な事業内容の変動を盛り込んだ補正予算を編成いたしました。 

 

 １．法人総合収支予算書 （7頁） 

  

 学校法人会計基準及び経理規程にもとづく予算書は資金収支予算書（１、２頁）、消費収支予算書（３頁）であり、法人総合の予算書には

一般会計の経常勘定と建設勘定及び特別会計の教職員年金会計、住宅資金貸付金会計及び中高統合事業会計を含んでいます。 

 消費収支予算書では基本金組入額を帰属収入から控除して表示していますので、収支の内容をよりわかりやすくするために、消費収支予算

書に基本金組入計算に係る各項目をそれぞれ収入・支出の部に計上したのが「収支予算書」（７頁）です。 

 具体的には支出の部において、第２号、第３号、第４号基本金組入額を表示し、第１号基本金組入額については資金収支予算書における固

定資産取得の額（施設関係支出、設備関係支出）を表示し、さらに借入金返済支出及び未払金支払支出を表示しています。収入の部では、第

２号基本金取崩収入、固定資産取得に係る借入金収入、固定資産除却高を表示しています。 

 支出準備金は使途が特定されており、この取崩・繰入を含めて収支の均衡の状態を明らかにする必要があるため、それぞれ収入・支出の部

で計上しています。 

 以下、収支予算書（大科目で表示、中科目以下については資金収支予算書を参照）にもとづいて概要を説明します。 

 

  

（１）収入の部 

学生生徒等納付金 16億5,943万円を増額補正し、450億4,312万円を計上します。 

入学金は、入学手続者の増加により5億5,249万円を増額補正、授業料等は、在学者数の確定等により11億694万円を増額補正します。 

 

手数料 473万円を増額補正し、19億9,167万円を計上します。 

 入学検定料は、278万円を増額補正し、19億3,346万円を計上します。 

   

寄付金 2億2,044万円を増額補正し、6億6,036万円を計上します。 

 主な補正項目は次のとおりです。 

（＋は増額補正、△は減額補正、符号なしは新規計上） 

大 学 

 

寄付教育研究プロジェクトあて寄付金 

今出川キャンパス新校舎建設資金等寄付金 ※ 

スポーツ活動充実資金あて寄付金 

学部・研究科・研究所等教育研究活動あて寄付金 

研究助成あて奨学寄付金 

＋7,706万円 

3,709万円 

1,682万円 

＋1,390万円 

＋1,085万円 

女子大学 
企業他から奨学寄付金 

キャンパス整備資金寄付金 ※ 

1,635万円 

448万円 

中   高 
教育施設建設資金寄付金 

教育研究協力資金寄付金 

     ＋410万円 

     △346万円 

女子中高 奨学基金あて寄付金 2,000万円 

小 学 校 
教育支援資金寄付金 ※ 

施設・設備整備資金寄付金 ※ 

＋345万円 

＋345万円 

中高統合 

事業会計 

中学校・高等学校統合移転事業寄付金 ※ 170万円 

 

※は、創立135周年記念募金                       

補助金 3億5,900万円を増額補正し、60億648万円を計上します。 

 主な補正項目は次のとおりです。 

（＋は増額補正、△は減額補正、符号なしは新規計上） 

大 学 

研究拠点形成費等補助金（文部科学省） 

私立大学等研究設備整備費等補助金（文部科学省） 

私立学校施設整備費補助金（文部科学省） 

最先端研究開発戦略的強化費補助金（日本学術振興会） 

地域産学官連携科学技術振興事業費補助金 

（日本学術振興会） 

国際化拠点整備事業費補助金（文部科学省） 

大学改革推進等補助金（文部科学省） 

＋1億3,926万円 

9,680万円 

4,090万円 

2,160万円 

1,500万円 

 

△4,870万円 

△1,441万円 

女子大学 

 

私立大学等経常費補助金（私学事業団） 

私立学校施設整備費補助金（文部科学省） 

私立大学等研究設備整備費等補助金（文部科学省） 

＋5,309万円 

1,029万円 

△1,797万円 

中   高 
私立高等学校等授業料減免事業等補助金（京都府） 

私立大学等研究設備整備費等補助金（文部科学省） 

＋1,429万円 

1,240万円 
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香里中高 

私立高等学校等経常費補助金（大阪府） 

私立大学等研究設備整備費等補助金（文部科学省） 

私立学校施設整備費補助金（文部科学省） 

＋4,329万円 

945万円 

△1,997万円 

   

 

資産運用収入 6,146万円を増額補正し、9億7,914万円を計上します。 

 引当資産運用収入及び受取利息・配当金は、5,064万円を増額補正します。 

 施設設備利用料収入は、大学で1,000万円を増額補正します。 

 

資産売却差額 3億8,462万円を計上します。 

  過年度に評価換えした運用債券の償還差益等です。 

 

事業収入 2億4,708万円を増額補正し、8億15万円を計上します。 

大学、女子大学の受託事業収入で、それぞれ2億4,000万円、1,022万円を増額補正します。 

 

雑収入 1億3,793万円を増額補正し、10億6,354万円を計上します。 

退職金財団交付金収入は、依願退職者に係る交付額の減少が見込まれることにより、388万円の減額、その他雑収入は、大学、女子大学で科学研究

費補助金等に係る間接経費収入等の計上により、それぞれ1億1,428万円、1,807万円の増額です。 

 

 

以上、帰属収入合計は30億7,469万円増額の569億2,908万円です。 

 

 

基本金除却高 2億543万円を増額補正し、22億5,871万円を計上します。 

大学、女子大学、中高、香里中高でそれぞれ1億6,146万円、1,718万円、170万円、2,509万円増額です。 

 

第２号基本金取崩収入 5億円を減額補正し、36億6,000万円を計上します。 

大学、香里中高でそれぞれ3億7,000万円、1億3,000万円の減額です。 

 

当年度未払金 1億4,004万円を増額補正し、1億5,578万円を計上します。 

  大学で固定資産に計上するリース契約の翌年度以降の支払額1億2,546万円を計上します。 

 

支出準備金取崩額  5億7,885万円を減額補正し、41億4,636万円を計上します。 

消費支出準備金取崩額は、大学で 6億 4,768万円の減額となります。当初予算において 1億 9万円の取崩額を計上していた女子大学では、収支状

況の好転により繰入額を計上します。 

内訳は、消費支出準備金取崩額31億8,445万円、特定支出準備金取崩額9億6,191万円です。 

 

 

以上、収入の部合計は23億4,131万円を増額補正し、671億4,993万円となります。 

 

 

（２）支出の部 

人件費 1億1,949万円を増額補正し、290億5,577万円を計上します。 

教職員人件費は、大学での補助金事業による有期契約者の雇用増加による兼務職員人件費増があるものの、新規採用教員の見込みからの減少、女

子中高での依願退職者の増加等により 4,101 万円を減額補正します。退職金支払所要額の増額により、退職金で 7,154 万円、退職給与引当金繰入額

で8,896万円を増額補正します。 

 

教育研究経費・管理経費・施設関係支出・設備関係支出 総額7億5,663万円を増額補正します。 

 教育研究経費は 3億 3,926万円を増額補正し、202億 5,434万円を計上、管理経費は 1億 9,177万円を増額補正し、25億 5,694万円を計上、施設

関係支出は1億7,937万円を減額補正し、85億8,064万円を計上、設備関係支出は4億497万円を増額補正し、24億7,235万円を計上します。 

 主な補正項目は次のとおりです。 

（＋は増額補正、△は減額補正、符号なしは新規計上） 

 

 

 

大 学 

 

 

 

 

同志社国際学院建設事業 

奨学寄付金・受託研究事業 

多々羅キャンパス改修事業 

知真館１号館冷暖房設備省エネ化改修事業  

科学研究費補助金等間接経費による事業 

社員証・学生証のＩＣカード化 

研究装置設備購入費用（補助金交付内定分） 

寄付教育研究プロジェクト実施経費 

＋5億円 

＋2億4,885万円 

＋2億4,692万円 

2億487万円 

1億1,600万円 

1億1,044万円 

1億277万円 

8,220万円 
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大 学 

 

教育環境改善事業 

学部・研究科開設関連事業 

教育研究高度化のための支援体制整備事業（継続） 
今出川校地土地交換にともなう媒介報酬 

新情報システムコンサルタント委託経費 

今出川校地整備事業（土地取得、建設費等） 

京田辺校地多目的ホール改修事業（実施延期） 

7,522万円 

5,874万円 

5,401万円 

5,162万円 

4,987万円 

△11億3,915万円 

△4,800万円 

女子大学 

入試・学生募集広報事業 

奨学寄付金・受託研究・共同研究事業 

京田辺キャンパス施設経年対策事業 

今出川キャンパス耐震対策事業 

 ＋4,500万円 

  ＋4,079万円 

△1億948万円 

△1,932万円 

中   高 
中学校移転にともなう物品調達 

あんしん修学支援事業（京都府）に係る経費 

＋4,792万円 

＋1,792万円 

 

香里中高 

私立高校生就学支援推進事業（大阪府）に係る経費 

新校舎建設工事費（当年度支払額）等 

第一体育館耐震補強工事 

   1,523万円 

△3億1,493万円 

△7,880万円 

女子中高 新生館耐震補強工事（実施計画変更） △8,500万円 

小 学 校 情報環境整備事業及び維持経費 ＋1,228万円 

中高統合 

事業会計 

新校舎の設備、備品等取得 1億9,027万円 

 

借入金等利息 当初予算どおり、4,093万円を計上します。 

 

資産処分差額 2,140万円を増額補正し、2億8,346万円を計上します。 

除却固定資産の増加、過年度受贈債券の償還にともなう処分差額等による増額です。 

 

徴収不能引当金繰入額 1,579万円を増額補正し、1億3,842万円を計上します。 

 

予備費 2億2,020万円を減額補正し、1億1,500万円を計上します。 

 

借入金等返済支出 当初予算どおり、3億4,884万円を計上します。 

 

未払金支払支出 1億2,425万円を増額補正し、1億3,231万円を計上します。 

  過年度取得固定資産に係る未払金支払額です。なお、計上額には、前年度までにリース料総額を固定資産に計上したリース取引に係る当年度リー

ス料支払額1,137万円を含みます。 

 

第２号基本金組入額 5,000万円を増額補正し、29億3,000万円を計上します。 

   組入計画変更により、女子中高で8,000万円を増額計上しますが、香里中高で3,000万円の組入を取りやめます。 

 

第３号基本金組入額 2,000万円を増額補正し、7,017万円を計上します。 

女子中高での奨学基金設定によるものです。 

       

第４号基本金組入額 9,400万円を減額補正し、1億3,700万円を計上します。 

 前年度決算額にもとづき所要額を補正計上しています。大学での8,380万円の減額が主なものです。 

 

支出準備金繰入額 4億8,662万円を増額補正し、8億4,616万円を計上します。 

消費支出準備金繰入額は、当初予算で取崩額を計上していた女子大学で、収支状況の好転により 2 億 4,172 万円の繰入額を計上するほか、香里中

高での4,594万円の増額、中高での4,029万円の減額が主なものです。 

 内訳は、消費支出準備金繰入額3億3,382万円、特定支出準備金繰入額5億1,234万円です。 

 

 

以上、支出の部合計は12億7,998万円を増額補正し、679億6,233万円です。 

 

 

（３）消費収支差額 

以上の結果、8億1,240万円の消費支出超過です。当初予算から10億6,133万円消費支出超過額は減額となります。 

（ただし、支出準備金取崩・繰入前では41億1,260万円の消費支出超過であり、支出準備金が33億20万円の減少です。） 

 内訳は、経常勘定で11億3,118万円の消費収入超過、建設勘定（中高統合事業会計を含む）で19億4,358万円の消費支出超過です。 

 前年度繰越消費支出超過額と合わせて翌年度に繰り越す消費支出超過額は414億5,489万円です。 

 以 上 



　　　２０１０年度　 法　人　総　合　収　支　予　算　書

 　     ２０１０年　４月　１日から　２０１１年　３月３１日まで (単位：千円)

       支　出　の　部　　　　　　　  収　入　の　部

　　科　　目 ２０１０年度 ２０１０年度 増･(△)減 　　科　　目 ２０１０年度 ２０１０年度 増･(△)減

補正予算 予算 補正予算 予算

人件費 29,055,770 28,936,280 119,490 学生生徒等納付金 45,043,120 43,383,690 1,659,430

教育研究経費 20,254,340 19,915,080 339,260 手数料 1,991,670 1,986,940 4,730

管理経費 2,556,940 2,365,170 191,770 寄付金 660,360 439,920 220,440

借入金等利息 40,930 40,930 0 補助金 6,006,480 5,647,480 359,000

資産処分差額 283,460 262,060 21,400 資産運用収入 979,140 917,680 61,460

徴収不能引当金繰入額 138,420 122,630 15,790 資産売却差額 384,620 0 384,620

予備費 115,000 335,200 △ 220,200 事業収入 800,150 553,070 247,080

雑収入 1,063,540 925,610 137,930

　消費支出合計 52,444,860 51,977,350 467,510 　帰属収入合計 56,929,080 53,854,390 3,074,690

施設関係支出 8,580,640 8,760,010 △ 179,370 基本金除却高 2,258,710 2,053,280 205,430

設備関係支出 2,472,350 2,067,380 404,970 第２号基本金取崩収入 3,660,000 4,160,000 △ 500,000

借入金等返済支出 348,840 348,840 0 当年度未払金 155,780 15,740 140,040

未払金支払支出 132,310 8,060 124,250

第２号基本金組入額 2,930,000 2,880,000 50,000

第３号基本金組入額 70,170 50,170 20,000

第４号基本金組入額 137,000 231,000 △ 94,000

　要組入額､借入金返済合計 14,671,310 14,345,460 325,850 　過年度組入額､借入金収入合計 6,074,490 6,229,020 △ 154,530

消費支出準備金繰入額 333,820 79,700 254,120 消費支出準備金取崩額 3,184,450 3,924,090 △ 739,640

特定支出準備金繰入額 512,340 279,840 232,500 特定支出準備金取崩額 961,910 801,120 160,790

　支出の部合計 67,962,330 66,682,350 1,279,980 　収入の部合計 67,149,930 64,808,620 2,341,310

当年度消費収支差額 △ 812,400 △ 1,873,730 1,061,330

前年度繰越消費収支差額 △ 40,642,490 △ 40,964,130 321,640

翌年度繰越消費収支差額 △ 41,454,890 △ 42,837,860 1,382,970
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